


誓約する団体の名称 誓約する団体の代表者氏名 誓約する団体の役割

税理士法人TAパ トナ ズ 相浦　圭太 幹事団体

合同会社ポルト 早瀬　勇太 構成団体

４．コンソーシアム構成団体が行政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況

団体名 指導等の年月日 指導等の内容 団体における措置状況

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

3.コンソーシアム情報

(1)コンソ シアムの有無

コンソ シアムで申請す
る

コンソーシアムに関する誓約

コンソーシアムに参加する全ての団体（以下、「コンソーシアム構成団体」という）は、幹事団体が資金分配団体又は活動支援団体（以下、「資金分配団体等」という）としての助成の申請
なお、誓約内容について相違がなく、これらの誓約等に反したことにより、選定の取り消し等が行われることとなっても、異議は一切申し立てません。

1コンソ アム構成団体は、幹事団体を通じてコンソ アムの実施体制表を提出し、幹事団体が資金分配 団体として採択された場合は、 般財団法人日本民間公益活動連携機構との資金

２.本誓約書にて誓約をしたコンソーシアム構成団体について、申請締め切り後、コンソーシアム構成団体に変 更があった場合は申請を取り下げます。

3.コンソーシアム構成団体が申請に際して確認した次の（１）～（４）の事項等

(１)欠格事由について 欠格事由について確認しました

(２)公正な事業実施について 公正な事業実施について確認しました

(３)規程類の後日提出について（※通常枠のみ該当） 規程類の後日提出について確認しました

(４)情報公開について（情報公開同意書） 情報公開について確認しました

4.事業情報の登録・事業県連書類の提出

事業名

北九州地域におけるソーシャルビジネス事業者の経営基盤強化事業

複数選択

草の根活動支援事業
地域
九州



休眠預金活用事業　事業計画書 【2024年度通常枠】 ※採択された後の資金提供契約書別紙１の対象は、事業計画書の冒頭から「Ⅱ．事業概要」までとします。

基本情報

優先的に解決すべき社会の諸課題

○ (1) 子ども及び若者の支援に係る活動
○ ① 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援

② 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援
○ ③ 社会課題の解決を担う若者の能力開発支援

⑨ その他
○ (2)日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

○ ④ 働くことが困難な人への支援
⑤ 孤独・孤立や社会的差別の解消に向けた支援
⑥女性の経済的自立への支援
⑨ その他

○ (3)地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動
○ ⑦ 地域の働く場づくりや地域活性化などの課題解決に向けた取組の支援

⑧ 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援
⑨ その他

事業の種類4

領域／分野

その他の解決すべき社会の課題

事業の種類2 ①ｰ2地域ブロック
事業の種類3 九州ブロック（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島）

事業の種類1 ①草の根活動支援事業
コンソーシアムの有無 あり

申請団体 資金分配団体
資金分配団体 事業名（主） 税理士法人TAパートナーズ

事業名（副） 合同会社ポルト
団体名

必須

任意

申請時入力不要



SDGsとの関連

Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 171/200字

(2)団体の概要・活動・業務 242/200字

資金提供契約締結日と事業開始日が異なります。原則として日付を一致させてください。

北九州市を中心としたNPOのみならず多くの民間事業者のソーシャルビジネスの推進をサポートし、持続可能な事業運営体制の構築を目指して支援を実施する。

１．ソーシャルビジネスを展開する民間事業者（企業、NPOなど）の事業基盤の安定を図る
２．ソーシャルビジネスを展開する民間事業者（企業、NPOなど）の資金管理・事業運営体制の構築をサポートする

税理士法人TAパートナーズは北九州市を中心に国内各所の民間事業者の会計・税務業務をサポートしている。NPOをはじめとした社会貢献活動やソーシャルビジネスを展開する事業者の支援
も多いところが特徴で、ソーシャルビジネスを志す社会起業家の支援も実施している。合同会社ポルトは北九州市を中心に地域の社会課題（空き家、少子高齢化）を解決するためのまちづくり
事業を展開し、若者の移住促進も積極的に行っている。地場大手企業の社会貢献事業や新規事業のサポートも行っており、広域なまちづくり活動を展開。

_8.働きがいも経済成長も 8.5   2030年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女
性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らし
い仕事、並びに同一労働同一賃金を達成する。

働けない事情を持つシングルマザー、障害者、高齢者、親のいない子供など地域に住むあらゆるタイ
プの方の雇用を促進するソーシャルビジネスや取り組みを支援する。

ゴール ターゲット 関連性の説明
_1.貧困をなくそう 1.2   2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状

態にある、全ての年齢の男性、女性、子供の割合を半減さ
せる。

社会福祉の対象となるシングルマザー、障害者、高齢者、親のいない子供など地域に住むあらゆるタ
イプの貧困を解消するソーシャルビジネスや取り組みを支援する。



Ⅱ.事業概要

(終了)

事業概要

327/600字

最終受益者 〇中間受益者：北九州市内を中心にソーシャルビジネス、社会貢献活動を
展開する民間事業者（企業・NPOなど）
〇最終受益者：北九州市内を中心にソーシャルビジネス、社会貢献活動を
展開する民間事業者（企業・NPOなど）が支援している高齢者、障害者、
シングルマザー、貧困家庭の子供など

(人数) 1000

北九州市内を中心にソーシャルビジネス、社会貢献活動を展開する民間事業者（企業・NPOなど）の事業基盤の安定化を図るための支援を実施する。多くの事業
者が支援対象となる方への直接支援を実施するために人員と資金の多くが割かれているため、資金の確保（ファンドレイジング）、また集めた資金の管理や運営
に伴うバックオフィス業務に課題を抱えている。また学生など地域の若者との接点も少なく、活動している方々の固定化と高齢化が進みつつある。今回の事業で
それらの課題を解決するために事務局機能の強化として経営のサポート、バックオフィス管理の支援（ツールを活用してシステム化、仕組み化）を実施する。定
例的な業務における実務的なサポートや指導、また研修会・勉強会も都度実施する。

本事業における、不動産（土地・建物）購入の有無
※助成金で土地の購入はできません。建物の購入（建物新
築含む）は原則できません。自己資金等で購入する場合は
認められます。詳しくは公募要領をご確認ください。

なし

直接的対象グループ 北九州市内を中心にソーシャルビジネス、社会貢献活動を展開する民間事
業者（企業・NPOなど）

(人数) 100

実施時期

(開始) 2024/11/1 2027/10/31 対象地域

福岡県北九州市
国外活動の有無 － 資金提供契約締結日 採択後の契約時に用いる欄です



Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 477/1000字

(2)課題に対する行政等による既存の取組み状況 75/200字

(3)課題に対する申請団体の既存の取組状況 119/200字

(4)休眠預金等交付金に係わる資金の活用により本事業を実施する意義 170/200字

Ⅳ.事業設計
(1)中長期アウトカム

行政などの助成制度（申請～報告）が担当課や事業内容によって違うため課題は深刻化しており、民間事業者（企業・NPOなど）の管理・報告の工数は増えている。

現状は税理士法人TAパートナーズとして会計・税務に関わる分野はもちろんのこと、その他の関連業務についてもサポートしている。しかしながら、根本的な解決には至っていないのが実情
であり、民間事業者（企業・NPOなど）からの相談件数も増えている。

社会貢献活動・ソーシャルビジネスに取り組む民間事業者（企業・NPOなど）自身が持続可能な事業基盤を作ることができない限り、活動そのものの持続ができなくなる。そのため、今回の資
金を活用して事業基盤の安定化を専門的な知識・経験がある我々がサポートすることで、事業活動の発展と持続化に貢献することができ、地域の社会貢献の解決に繋がると考えている。

事業終了から3年後に北九州市のソーシャルビジネスに取り組む民間事業者（企業・NPOなど）の管理業務（資金管理・労務管理等）の体制が整い、資金調達～事業運営までが安定して行える
ことができる事業基盤が築けている。

社会課題の解決を行うソーシャルビジネスや社会貢献活動の注目度が高まり、民間事業者（企業・NPOなど）の数は全国的にも年々徐々に増えてきている。北九州市は少子高齢化をはじめとす
る課題先進都市とも呼ばれている。そのため、北九州市でもソーシャルビジネスや社会貢献活動の注目度が高まり、民間事業者（企業・NPOなど）の数は増えてきており、社会全体の機運が高
まっている関係から資金調達環境も良くなっている。しかしながら、民間事業者（企業・NPOなど）の実務が追いついておらず、資金を集めて活動を行っていくにあたっての資金管理・バック
オフィス業務が脆弱である。民間事業者（企業・NPOなど）を立ち上げる方の多くは管理業務（資金管理・労務管理等）の経験がなく、中には企業勤務経験がない方もいるため、事業基盤を安
定させるためのスキル、仕組み、また人材そのものが不足していることが多い。そのような中でニーズは日々高まっているため、民間事業者（企業・NPOなど）が向き合う支援する方の数は多
くなり、支援範囲も広がっているため、急いで事業基盤の安定化を図っていく必要性がある。



(2)-1 短期アウトカム（資金支援）※資金分配団体入100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態

(2)-2 短期アウトカム（非資金的支援）※資金分配団100字 指標 100字 初期値/初期状態 100字 中間評価時の値/状態 事後評価時の値/状態モニタリング
事業終了時に北九州市のソーシャルビジネスに取り組む
民間事業者（企業・NPOなど）の管理業務（資金管理・
労務管理等）の管理体制（仕組み、システム化）の強化
が進み、事業基盤の安定化に繋がる。

①管理業務（資金管理、労務管理）の正確化
（マニュアル化など）
②管理業務（資金管理、労務管理）の効率化
※作業ごとの工数の削減

初期状態としては管理業務に従
事する従業員数が不足し、管理
業務のマニュアル作成などの仕
組み化や、デジタル化ができて
いない状況。※実態はより詳細
に調査が必要。

①管理業務（資金管理、労務管
理）の正確化（マニュアル化な
ど）：基幹業務全般においてマ
ニュアル化されている状態　達
成時期：2027年
②管理業務（資金管理、労務管
理）の効率化：基幹業務全般に
おいてデジタル化されている状
態　達成時期：2027年

事業終了時に北九州市のソーシャルビジネスに取り組む
民間事業者（企業・NPOなど）の管理業務（資金管理・
労務管理等）の管理体制（人員）の強化が進み、事業基
盤の安定化に繋がる。

①管理業務に従事する従業員数 初期状態としては管理業務に従
事する従業員数が不足し、管理
業務のマニュアル作成などの仕
組み化や、デジタル化ができて
いない状況。※実態はより詳細
に調査が必要。

①管理業務に従事する従業員
数：2倍　達成時期：2027年

モニタリング



156/200字

0/200字

194/200字

0/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

179/200字

156/200字

広報戦略

TAパートナーズ、ポルトの両社はソーシャルビジネスに取り組む民間事業者（企業・NPOなど）との繋がりが強いため、すでに保有するネット
ワークへの情報発信、北九州市内での研修会含めたセミナーを複数回実施する。また北九州市とも連携し、市民センターなどソーシャルビジネス
に取り組む民間事業者（企業・NPOなど）がよく活用している場所でのポスター、チラシの掲示を行う。

連携・対話戦略

北九州市役所含む各行政機関との連携（※すでにネットワークあり）、TAパートナーズ、ポルトの両社の繋がりのあるソーシャルビジネスに取り
組む約50程度の民間事業者（企業・NPOなど）との連携を実施する。また同じ福岡県で資金分配団体としてすでに取り組んでいるSINKaとの繋が
りもすでにあるため協働体制をつくっていく。

(3)-2 活動：組織基盤強化・環境整備：非資金的支援 時期
組織基盤の強化を図るため、まず人員確保のための採用活動と広報を一緒に取り組み、管理業務（資金管理・労務管理等）の経験者の採用の伴走支援を実施する。また仕組み化として管
理業務の専門家による研修とコンサルティングを各実行団体へ行い、各種業務のマニュアル化と運用ルールを整備する。管理業務（資金管理・労務管理等）に有用なデジタルツールの選
定と導入支援も合わせて実施し、組織基盤の強化を実現する。

2025年~2027年

(3)-1 活動：資金支援　※資金分配団体入力項目 時期
実行団体ごとに管理業務（資金管理・労務管理等）の管理体制（人員、仕組み、システム化）の強化が進み、ソーシャルビジネスとして取り組む支援事業に専念できる体制を整えてい
く。まずは人員の確保として採用（副業・業務委託含む）を実施し、その後採用した人員を中心に仕組み化、システム化への投資を行い事業基盤の安定化をはかる。

2025年～2027年



Ⅵ.出口戦略・持続可能性について 助成期間終了後も社会課題の解決に向けた活動を継続させる戦略・計画を記入してください。

251/400字

208/400字

Ⅶ.関連する主な実績
(1)助成事業の実績と成果 94/800字

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等 446/800字

資金分配団体

本事業を通して得たソーシャルビジネスの民間事業者（企業・NPOなど）の管理業務（資金管理・労務管理等）の改善による組織基盤の安定化を
はかるノウハウを北九州だけでなく、仕組みとして日本全国にサービス提供を行う。具体的には仕組み・デジタルツールを含めたパッケージ化と
それの導入支援、またその研修プログラムを実施していく。これは稼ぐことを目的とするわけではなく、多くの団体が管理業務（資金管理・労務
管理等）がはかられ、支援活動に従事できるように展開をしていき、全体としての持続可能性を高めることを目的とする。

実行団体

ソーシャルビジネスの民間事業者（企業・NPOなど）の管理業務（資金管理・労務管理等）の改善による組織基盤の安定化がはかれることで、よ
り支援対象者への支援事業に専念ができ、ファンドレイジング含めた様々な資金調達が実施しやすい環境が整う。①管理業務（資金管理・労務管
理等）の改善による組織基盤の安定化→②支援活動の拡大→③支援者、資金調達先の増加といった好循環を生み出すことで持続可能な組織運営と
活動が行えるようになる。

沖縄県のNPO支援の事業に従事。https://www.pref.okinawa.jp/kurashikankyo/katsudo/1004889/1020331/1004895.html

ソーシャルビジネス支援として全国の社会福祉法人やNPO法人、また一般社団・財団法人の非営利型の支援を全国各地で行っている。
【法人格別】
社会福祉法人：7件、NPO法人：26件、一般社団財団法人（非営利型）：30件、任意団体：2件

【地域別】
東京：4件、神奈川：1件、埼玉：1件、山口：1件、福岡：39件、佐賀：1件、宮崎：1件、沖縄：17件

各団体の取り組みは様々で子供の貧困や文化の承継や高齢・障害福祉などなど多岐にわたり、共通の課題はやはり事務局機能が備わっていないことによる補助金助成金委託事業の報告が上手く
できないことであるため、会計支援以外のところのサポートも実施。

NPO法人会計力検定の福岡と沖縄の会場の運営等の協力団体として検定当初から携わっている。https://npoatt.org/
TAパートナーズ代表の相浦はJFRAの監事も行っており、NPO法人会計力検定のテキストの監修も行っている。https://jfra.jp/about/organization



Ⅷ.実行団体の募集

79/200字

13/200字

116/200字

Ⅸ.事業実施体制
119/200字

名

名
88/200字

(3)ガバナンス・
コンプライアンス体制

幹事企業が税理士法人ということもあり、会計含む各種業務についてのガバナンス・コンプライアンスは適切に管理を行う。また外部監査員を1名設置し、監査員
による監査も適宜実施していく。

(4)コンソーシアム利用有無 あり

名

新規採用人数
(予定も含む)

0 予定あり(詳細は右記のとおり)
業務比率として自社事業が8割、本事業への従事が2割を想定。週1日程度の対
応。実務については実務担当者が実施していく。

既存PO人数

(4)案件発掘の工夫

既存のネットワーク：50団体への声掛けと合同説明会・セミナーを複数回実施する。また北九州市とも連携し、市民センターなどソーシャルビジネスに取り組む
民間事業者（企業・NPOなど）がよく活用している場所でのポスター、チラシの掲示を行う。

(1)事業実施体制、メンバー
構成と各メンバーの役割

①プログラムオフィサー：本事業にかかる企画立案、運営管理、伴走支援　3名
②実務担当者：本事業の推進にかかる担当者　3名
③審査員：実行団体の選定を行う審査員　3名
④外部監査員：ガバナンス・コンプライアンスについての監査業務を実施　1名

(2)本事業のプログラム・オ
フィサーの配置予定

※資金分配団体用

人数 内訳 他事業との兼務 左記で「(兼務)予定あり」の場合、業務比率想定を記載

3

(1)採択予定実行団体数 5団体

(2)実行団体のイメージ

北九州市内で活動しているソーシャルビジネスに取り組む民間事業者（企業・NPOなど）。特に福祉関連に取り組む民間事業者（企業・NPOなど）を中心に選定
していく。

(3)1実行団体当り助成金額

上限3000万円（3年間）



 

資金計画書 バージョン
（契約締結・更新回数）

1

資金分配団体
2024/11/01 2027/10/31

事業名
団体名
事業名
団体名

プログラムオフィサー関連経費
評価関連経費

140,737,520

税理士法人TAパートナーズ

5,000,000

助成金

114,967,520

100,000,000
14,967,520

5,000,000
0

20,770,000

合計

申請団体
事業期間

資金分配団体

実行団体

事業費

資金分配団体用

実行団体への助成

実行団体用

管理的経費

～



 

資金計画書資料　①助成概要

1. 事業費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

2,074,100 39,945,840 39,945,840 33,001,740 114,967,520
35,000,000 35,000,000 30,000,000 100,000,000

2,074,100 4,945,840 4,945,840 3,001,740 14,967,520

2. プログラム・オフィサー関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

2,600,000 6,840,000 6,840,000 4,490,000 20,770,000
2,000,000 4,800,000 4,800,000 2,800,000 14,400,000

600,000 2,040,000 2,040,000 1,690,000 6,370,000

3. 評価関連経費 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 5,000,000
500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 5,000,000

0 0 0 0 0

4. 合計 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

5,174,100 48,285,840 48,285,840 38,991,740 140,737,520助成金計(A+B+C)

その他経費

管理的経費

プログラム・オフィサー関連経費 (B)

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等

事業費 (A)

評価関連経費 (C)
資金分配団体用

実行団体への助成
－



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)事業費の補助率

助成期間合計 92.7% FALSE

【参考】年度別の助成金による補助率(A/(A+D))
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

補助率 100% 98% 93% 87%
0 1,000,000 3,000,000 5,000,000

(2)自己資金・民間資金からの支出予定
自己資金・民間資金からの支出予定について、調達予定額、調達方法、調達確度等を記載してください。

年度 予定額[円] 調達方法 調達確度
2025年度 1,000,000 クラウドファンディング D:計画段階
2026年度 3,000,000 クラウドファンディング D:計画段階
2027年度 5,000,000 クラウドファンディング D:計画段階

特例申請対象

特例申請について
事業費のうち自己資金・民間資金による負担を20%未満とすることを申請する場合は「自己資金に関する申請書」に理由等を明示してください。
特例申請が認められた場合でも、複数年度の事業では、最終年度の補助率は 80％以下とします。

自己資金・民間資金
合計 (D)

9,000,000

説明（調達元、使途等）

助成金による補助率
(A/(A+D))



コンソーシアムの実施体制表 

 

 

 
コンソーシアム構成団体 

幹事団体（資金分配団体） 
税理士法人 TAパートナーズ 

構成団体 
合同会社ポルト 

※税務および財務の専門知識が豊富で信頼性が高い面から本コンソーシアムの中核とする。 

※事業に関連する専門性をもつ。 

実行団体B 実行団体 C 実行団体A 

契約・助成金支払 

伴走支援 

…
 



  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 福岡県
市区町村 北九州市
番地等 門司区東門司１－１０－６

団体情報入力シート

団体名 合同会社ポルト
郵便番号 801-0873

団体種別法人格 合同会社 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 2018/07/02
法人格取得年月日

電話番号 093-342-9938

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://moji-porto.com

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) 氏名 早瀬 勇太
役職 代表社員

フリガナ ハヤセ ユウタ

氏名
役職

役員数［人］ 6

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 6
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

非常勤職員・従業員数［人］ 11
有給［人］ 11
無給［人］

職員・従業員数［人］ 14
常勤職員・従業員数［人］ 3

有給［人］ 3
無給［人］

事務局体制の備考





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

申請中・申請予定又は採択された
事業名



  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 福岡県
市区町村 北九州市門司区東港町
番地等 4-68

団体情報入力シート

団体名 税理士法人ＴＡパートナーズ
郵便番号 801-0853

団体種別法人格 その他 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 2007/10/01
法人格取得年月日

電話番号 093-322-5007

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://tapartners.or.jp/

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) 氏名 相浦 圭太
役職 社員

フリガナ アイウラ ケイタ

氏名 本村 健一郎
役職 社員

役員数［人］ 2

代表者(2)
モトムラ ケンイチロウフリガナ

理事・取締役数［人］ 2
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

非常勤職員・従業員数［人］ 10
有給［人］ 10
無給［人］

職員・従業員数［人］ 33
常勤職員・従業員数［人］ 23

有給［人］ 23
無給［人］

事務局体制の備考





(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

申請中・申請予定又は採択された
事業名
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※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 税理士法人ＴＡパートナーズ 記入箇所チェック
確認が必要です。C3～5セルのいずれかに未記入
があります。

団体名：

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

確認が必要です。E列に
未記入があります。

確認が必要です。F列に未記入があるか、提出時期
と整合していません（E列が「内定後提出」「提出不
要」の場合は空欄にしてください）

確認が必要です。G列に未記
入があるか、提出時期と整合
していません。（E列が「内定
後提出」「提出不要」の場合
は空欄にしてください）

(参考)JANPIAの規程
類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

. . .

. . .

. . .

理事の職務権限規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 監査役の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 議事録

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

定款

（２）取締役の構成
「他の同一の団体の取締役である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある取締役の合計数が、取締
役の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

【参考】JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監査役の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監査役を設置していない場合は、株主総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

　規程類必須項目確認書（株式会社）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、株式会社を想定したものです。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 株主総会の運営に関する規程

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

⚫ 取締役の構成に関する規程　※取締役会を設置していない場合は不要です。

⚫ 取締役の職務権限に関する規程

⚫ 役員の報酬等に関する規程

（１）開催時期・頻度

（１）取締役の構成
「各取締役について、当該取締役及びその配偶者又は３親等内の親族等である取締役の合計数が、取締役
の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 取締役会の運営に関する規程　※取締役会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「取締役会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する取締役を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 利益相反防止に関する規程 .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

公募申請時に提出 給与規程
第6条　第7条～第11条
第21条

公募申請時に提出 給与規程 第14条　第15条　第16条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 情報公開に関する規程 .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等

給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～３.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、キャッシュフロー計算書
３. 取締役会、株主総会の議事録（休眠預金活用事業に係る部分）

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、役職員、その他の事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与えないもの
である」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に関
する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

⚫ 職員の給与等に関する規程



内定後1週間以内に提
出

（７）決算
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※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 合同会社ポルト 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 合同会社ポルト

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

確認が必要です。E列に
未記入があります。

確認が必要です。F列に未記入があるか、提出時期
と整合していません（E列が「内定後提出」「提出不
要」の場合は空欄にしてください）

確認が必要です。G列に未記
入があるか、提出時期と整合
していません。（E列が「内定
後提出」「提出不要」の場合
は空欄にしてください）

(参考)JANPIAの規程
類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

. . .

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

. . .

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

取締役会を設置していな
いため提出不要

. . .

理事の職務権限規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 監査役の監査に関する規程 . . .

監事監査規程

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 取締役の構成に関する規程　※取締役会を設置していない場合は不要です。

⚫ 取締役の職務権限に関する規程

⚫ 役員の報酬等に関する規程

（１）開催時期・頻度

（１）取締役の構成
「各取締役について、当該取締役及びその配偶者又は３親等内の親族等である取締役の合計数が、取締役
の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 取締役会の運営に関する規程　※取締役会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「取締役会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する取締役を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

　規程類必須項目確認書（株式会社）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、株式会社を想定したものです。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 株主総会の運営に関する規程

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

定款

（２）取締役の構成
「他の同一の団体の取締役である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある取締役の合計数が、取締
役の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

【参考】JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監査役の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監査役を設置していない場合は、株主総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 利益相反防止に関する規程 .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 情報公開に関する規程 .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に関
する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、役職員、その他の事業協力団体の関係者に対し、特別の利益を与えないもの
である」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～３.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、キャッシュフロー計算書
３. 取締役会、株主総会の議事録（休眠預金活用事業に係る部分）

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算



























様式３－２ 

                                     令和  ４年  ５月 １３日 

 

 

関与先件数・（社員･所属）税理士及び使用人総括表 

（ 令和 ３年 ４月 １日 ～ 令和 ４年 ３月３１日 ） 

 

 

 

税 理 士 氏 名 

又は 

税理士法人名 税理士法人ＴＡパートナーズ 

                        

事務所所在地 北九州市門司区港町4-68 

                        

電 話 番 号 093-322-5007 

                   

 

 

 

関 与 先 件 数 

区 分 件     数 
 

左の内    国税局所管分 

個 人       506 件           件 

法 人       387 件            件 

合 計       893 件            件 

 

 

 

（社員・所属）税理士及び使用人 

人  数 

社員税理士   2     人 

所属税理士   1     人 

使用人（内     人） 

                   34       人 

      （注） 内書き欄には、税理士又は公認会計士の資格を有する使用人の人数を 

         記入してください。 

 

 

 



様式３－２ 

                                     令和  ５年  ５月 １２日 

 

 

関与先件数・（社員･所属）税理士及び使用人総括表 

（ 令和 ４年 ４月 １日 ～ 令和 ５年 ３月３１日 ） 

 

 

 

税 理 士 氏 名 

又は 

税理士法人名 税理士法人ＴＡパートナーズ 

                        

事務所所在地 福岡県北九州市門司区東港町4‐68 

                        

電 話 番 号 093‐322‐5007 

                   

 

 

 

関 与 先 件 数 

区 分 件     数 
 

左の内    国税局所管分 

個 人       519 件           件 

法 人       396 件            件 

合 計       915 件            件 

 

 

 

（社員・所属）税理士及び使用人 

人  数 

社員税理士   2     人 

所属税理士   1     人 

使用人（内     人） 

                   34       人 

      （注） 内書き欄には、税理士又は公認会計士の資格を有する使用人の人数を 

         記入してください。 

 

 

 



様式３－２ 

                                     令和  ６年  ５月 １０日 

 

 

関与先件数・（社員･所属）税理士及び使用人総括表 

（ 令和 ５年 ４月 １日 ～ 令和 ６年 ３月３１日 ） 

 

 

 

税 理 士 氏 名 

又は 

税理士法人名 税理士法人ＴＡパートナーズ 

                        

事務所所在地 福岡県北九州市門司区東港町4‐68 

                        

電 話 番 号 093‐322‐5007 

                   

 

 

 

関 与 先 件 数 

区 分 件     数 
 

左の内    国税局所管分 

個 人       539 件           件 

法 人       399 件            件 

合 計       938 件            件 

 

 

 

（社員・所属）税理士及び使用人 

人  数 

社員税理士   2     人 

所属税理士   1     人 

使用人（内     人） 

                   33       人 

      （注） 内書き欄には、税理士又は公認会計士の資格を有する使用人の人数を 

         記入してください。 
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